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資料１



交通部門からのCO2排出の近年の傾向
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90年比CO2

中長期的な温暖化対策へ

基準:1990

京都議定書第一約束期間（2008-2012）
日本は基準年の排出量から約6%削減
目標達成しても、温暖化防止に至らない

2050年に脱温暖化社会を達成
するための議論がヨーロッパを中
心に始まっている
英国 60％削減,ドイツ 80％削減
フランス 75％削減

（交通部門）
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植生変化、サンゴ礁の白化などの
脆弱な生態系への影響

水文・水資源、農林水産業、人の健康
などへの影響が多地域で発現

気候の様相の変化、海洋大循環の
停止、南極・グリーンランド氷床の
崩壊等の、大規模かつ不可逆な影響

国際的な共通認識へ

深刻な温暖化影響を回避するには、
温度上昇を２度以内に抑える必要

補足）
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気温上昇を2℃以下に抑えるには、大気中
GHG濃度を475ppm以下にする必要がある
•2050年のGHG排出量を世界全体で、1990年
レベルの50%以下に削減する必要がある
•日本はそれ以上（60-80％）の削減が求められ
る可能性。欧州諸国（英国60％削減、ドイツ
80％削減、フランス75％削減）でも検討。

Greenhouse gasesとは
温室効果をひき起こす
ガス：CO2以外にメタン、

亜酸化窒素、フロンなど

温度上昇（世界平均） 全ガス排出量推移（世界）

GHG475ppm

GHG: 温室効果ガス
（Greenhouse gases）

約50%削減
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AIM/Impact[policy]
モデルによる結果
肱岡（NIES）他

補足）
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次世代交通
効率的な交通システム
先進的なロジスティクス
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手順２．2050年脱温暖化
社会像の構築

温暖化対策なしの排出量
（人口減少・経済成長などを考慮）

手順１．気候安定化に
向けた日本の削減
目標値設定

手順３．長期の
目標に基づいた
取り組みの決定 絶え間のない絶え間のない

３つの取り組みに３つの取り組みに
よる社会システムよる社会システム
の転換＝の転換＝脱温暖化脱温暖化
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現在の社会インフラ
の大部分が転換

京都議定書
遵守対象年
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グリーンな建築
自立する都市構造
分散化サービス対応

環境意識の向上
コミュニケーション促進に
よる社会・産業の効率化

ＩＴによる脱物質化

都市対策 IT導入効果 交通対策

削
減
目
標
値

日本脱温暖化2050研究プロジェクト(2004-2008)

脱温暖化
2050

（約60人の研究者が協力して2050年までの対策を研究）

研究プロジェクトホームページ：http://2050.nies.go.jp

行動行動

制度制度

技術技術
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脱温暖化2050プロジェクト 交通Ｔ
（時間軸からみた研究の全体像）

2020 20502000

中
期
的
目
標
年

長
期
的
目
標
年

消
費
税

本
研
究
の
期
間

グ
リ
ー
ン
税
制

保有車両数予測
（燃料種、新技術、車格）
（燃料供給インフラ整備）
（規制、誘導施策）

技術予測
（燃費、燃料精製）

Forecasting

Backcasting

EST

COP3
1990年比

22.8%増(2001)

BAU

交通需要削減量
（距離帯別交通需要）
（インフラ整備、補助金）
（人口構成、経済状況）

技術的改善
による削減量

＋

施策効果発現
のリードタイム

ESTビジョン・
シナリオ

乗用車大型化
保有台数増加

排ガス対策強化

社会・経済的影響

必要削減量
（対策量）

(2)バックキャスティングによる長期
削減シナリオの策定に関する研究

(1)リードタイムを考慮した新技術導入
効果の評価と政策手段に関する研究
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